
県外避難者等への相談・交流・説明会事業

事 業 の 内 容

福島県（事業主体）

事業管理者
委託先：（一社）ふくしま連携復興センター
（支援団体ネットワークの中核的位置付け）

・事業の進捗管理・連絡調整
・支援団体からの報告とりまとめ、
県への定例報告

・連絡調整会議（全体会）の開催
・福島県内での相談窓口「toiro」の設置
・福島の現状を伝えるための人材派遣
・総括報告書の作成 等

支援団体（全国２６か所）

①生活再建支援拠点の設置・運営
・事務所開設、人員確保
・対面及び電話相談対応
（相談員週３日以上常駐） 等

②福島県が参加する相談会・交流会等

の開催
・企画、会場確保、避難者への周知 等

連携
支援拠点の相談員のスキルアップ
を目的とした研修会等の開催。
委託先：東日本大震災支援全国ネット

ワーク（JCN)

・避難者からの心のケアに関する
相談窓口の設置。

委託先：（一社）福島県精神保健福祉
協会等

・看護師等の専門職による戸別
訪問の実施。

委託先：（一社）日本精神科看護協会等

県外避難者支援体制の充実

県 外 避 難 者 に 対 す る
心 の ケ ア の 実 施

福島県避難者支援課

・ピーク時からは減少しているが、今もなお約４万人の県民が避難生活を続けている。
・応急仮設住宅の供与終了や避難指示の解除等の状況により、避難者が今後の生
活の方向性について判断する時期を迎えている。
・一方、避難生活の長期化に伴い、避難者の抱える課題は個別化・複雑化している。
・復興・創生期間後も含め、身近な場所での相談対応や必要な情報提供に努めてい
く必要がある。

避 難 者 の 状 況

・避難先で直接相談できる

「生活再建支援拠点」の設置

・全国で本県の支援策の情報等を

提供する相談会・交流会等の開催

・復興・創生期間後も含め、継続して

支援に取り組むための財源の確保

対 応
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生活再建支援拠点の配置（全国26ヶ所）

北海道NPOサポートセンター

福玉相談センター
（埼玉広域避難者支援センター）

福島県県外避難者相談センター
（ちば市民活動・市民事業サポート
クラブ）

福島避難者のつどい沖縄じゃんがら会
（まちなか研究所わくわく）

被災者支援ふくおか市民ネットワーク

愛知県被災者支援
センター

あきたパートナーシップ

福島県県外避難者相談センター
（みやぎ連携復興センター）

山形の公益活動を
応援する会・アミル

ふうあいねっと

とちぎボランティアネットワーク

ぐんま暮らし応援会

3.11からつながる
みんなの家『まあや』

（『うみがめのたまご』
～3.11ネットワーク～）

ひろしま避難者の会
「アスチカ」

とっとり震災支援連絡協議会
石川県災害ボランティア協会

ほっと岡山

えひめ
311

関西広域
避難者支援
センター

和（なごみ）

レスキュー
ストック
ヤード
（ふくしま
支援室）

東日本大震災・山梨県内避難者と支援者を結ぶ会

生活再建支援拠点「コランショ」
（にいがた災害ボランティア
ネットワーク）

医療ネットワーク支援センター

かながわ避難
者と共にあゆ
む会

福島県県外避難
者相談センター
「ここさこ」
（静岡県公認
心理師協会）

・県内外の避難者及び帰還者からの
相談への対応

・生活再建支援拠点で受けた避難者
からの相談への助言・協力

（参考）
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